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令和 6年度 12月補正予算の概要 

（単位：千円、％） 

区  分 補正前予算額 補正額 補正後予算額 増減率 備考 

 一般会計 26,501,087 208,759 26,709,846 0.8  

 特別会計（補正予算なし） 13,159,175 － 13,159,175 －  

 一般・特別会計 計 39,660,262 208,759 39,869,021 0.5  

 

１．予算編成の考え方 【 補正総額２０８，７５９千円 】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 子育て世帯等の移住・定住の促進を図るための予算  【補正額 ６，３００千円】 

   ○ 子育て・三世代同居近居住宅取得支援事業 の 1事業 

 

◎ ふるさと納税関連事業の予算 【補正額 １５０，０００千円】 

   ○ 企画費、庁舎建設基金費 の 2 事業 

 

◎ 長期総合計画実現のための予算  【補正額 ５２，４５９千円】 

   ○ 高齢社会対策費、廃棄物適正処理推進費、小学校施設維持管理費、小・中学校学校給食食材購

入支援事業、小学校備品整備事業 など 10事業 

 

◎ 債務負担行為の設定 

① 塩釜地区 2 市 3町固定資産税航空写真同時撮影業務委託（R6 ～ R7） 限度額 21,360千円 

② 塩竈市登記データ更新業務委託（R6 ～ R7） 限度額 5,360千円 

③ 固定資産税管理システム保守業務委託（R6 ～ R7） 限度額 317 千円 

④ 高齢者あんしん見守り支援事業助成金（R6 ～ R7） 限度額 648 千円 

⑤ 小学校 ICT 支援員配置事業（R6 ～ R11） 限度額 20,520千円 

⑥ 学校給食調理業務一部委託（小学校）（R6 ～ R9） 限度額 78,900 千円 

⑦ 中学校 ICT 支援員配置事業（R6 ～ R11） 限度額 17,100千円 

⑧ 学校給食調理業務一部委託（中学校）（R6 ～ R9） 限度額 33,200 千円 

 

 

重要 
事業 

 一般会計                        【208,759千円】 

■子育て世帯等の移住・定住の促進を図るための事業を予算化 

■当年度中の増収が見込まれる、ふるさと納税関連の事業を予算化 

■その他、第 6次長期総合計画実現のための事業を予算化 
   

・子育て・三世代同居近居住宅取得支援事業 ・企画費 

・庁舎建設基金費 ・高齢社会対策費 

・廃棄物適正処理推進費 ・小学校施設維持管理費 
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２．主な事業（会計別） 

（単位：千円） 

 【 一般会計 】                                        補正額 ２０８，７５９千円    
 

【 子育て世帯等の移住・定住の促進を図るための予算 】 ・・・ 補正額 6,300 千円 
 

○子育て・三世代同居近居住宅取得支援事業 （政策課） 6,300  申請件数の増に伴う増額補正 

       ・市外から転入し、市内に住宅の取得を行う子育て世帯又は三世代同居・近居世帯を対象に、住

宅取得費に対する支援を行うことにより、定住の促進と地域の活性化を図るもの。 

       ・今年度の申請見込みが、当初見込みを上回ることから、不足分を補正予算計上するもの。 

 

 

【 ふるさと納税関連事業の予算 】 ・・・ 補正額 150,000 千円 
 

①企画費 （政策課・財政課） 75,000 

②庁舎建設基金費 （財政課） 75,000  ふるさと納税の増収見込みに伴う増額補正 

       ・ふるさと納税について、ポータルサイトのブラッシュアップやプロモーションの促進の取組などによ

り、当初予定していた寄附金額を上回ることが見込まれている。 

・そのため、寄附金額の増により生じる御礼品等に係る経費を増額するとともに、今後の庁舎建設

に係る財政需要に備え、基金への積み立てを行うもの。 

 

 

【 長期総合計画実現のための予算 】 ・・・ 補正額 52,459 千円 
 

①国庫補助金等返還金費 （子ども未来課） 12,463  国県支出金等の精算返還 

       ・令和 5年度に国県支出金を活用して実施した事業について、事業費の確定に伴い、国県支出金

の精算返還を行うもの。 

 

②高齢社会対策費 （高齢福祉課） 5,431  高齢者施設入所者の安全安心の確保 

       ・火災発生時等に自力で避難することが困難な方が多く入所する高齢者施設等に関して、入所者

の安心安全の確保のためスプリンクラー設備等の整備を行おうとする介護サービス事業者に対し

て、補助金を交付することで当該安全対策の実施を支援するもの。 

       ・財源として、国の地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金を活用。 

 

③廃棄物適正処理推進費 （環境課） 13,700  清掃工場煙突の応急補修工事 

       ・清掃工場煙突について、雨水等の浸食によるコンクリートのひび割れや剥離といった劣化や、東

日本大震災後の災害復旧工事で施工した、補強バンドの腐食による破断等が確認できたことか

ら、現場作業員等の安全を確保するため、応急補修工事として躯体コンクリート片の落下防止の

ための金網の取付けを行うもの。 

 

④小学校給食費 （教育総務課） 489   

⑤小学校施設維持管理費 （教育総務課） 9,414 

⑥小学校備品整備事業 （教育総務課） 1,877  新年度に向けた学校施設の環境整備 

       ・令和 7年度における小学校の入学・進級に伴い、普通教室及び特別支援教室に対して必要な設

備や備品を整備しようとするもの。 

       ・具体的な整備内容は、給食用配膳台や机・椅子等の購入、手摺・スロープの設置等。 

・対象：第二小学校、月見ヶ丘小学校 
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⑦小学校学校給食食材購入支援事業 （教育総務課） 2,133   

⑧中学校学校給食食材購入支援事業 （教育総務課） 1,002  学校給食の食材購入に対する補助 

       ・物価高騰に直面している子育て世帯を支援するため、市内小中学校に対し食材購入に係る経費

について補助を行い、栄養バランスや摂取量を確保した学校給食の提供に繋げるもの。 

・令和 6年 1月臨時会で計上した令和 6年度分の食材購入費補助について、食材の値上がりが 

大きく、不足分を今回補正予算計上するもの。 

 

⑨グラウンド管理費 （生涯学習課） 2,580  屋外スポーツ施設の修繕 

       ・清水沢近隣公園スポーツ広場について、老朽化の進展に伴い野球場に設置したフェンスが傾い

ていることから、利用者の安全性を確保するため、フェンスの修繕を行うもの。 

 

⑩塩竈市温水プール天井等改修事業 （生涯学習課） 3,370  指定管理者への減収補償 

       ・塩竈市温水プールについて、天井等改修工事の施工により令和 6年 12月から令和 7年 3月に

かけて全ての施設が利用できなくなることに伴い、指定管理者の収入減（利用料収入の減）が見

込まれることから、当該期間における減収見込額について、指定管理者に補償するもの。 

 

 

【 債務負担行為の設定 】 
 

①塩釜地区 2市 3町固定資産税航空写真同時撮影業務委託 限度額：21,360千円 

                                              期間：令和 6～令和 7年度 

       ・令和 7年度に係る業務委託について限度額を設定 

②塩竈市登記データ更新業務委託 限度額：5,360千円 期間：令和 6～令和 7年度 

       ・令和 7年度に係る業務委託について限度額を設定 

③固定資産税管理システム保守業務委託 限度額：317千円 期間：令和 6～令和 7年度 

       ・令和 7年度に係る業務委託について限度額を設定 

④高齢者あんしん見守り支援事業助成金 限度額：648千円 期間：令和 6～令和 7年度 

       ・令和 7年度に係る事業について限度額を設定 

⑤小学校 ICT支援員配置事業 限度額：20,520千円 期間：令和 6～令和 11年度 

       ・令和 11年度に係る事業について限度額を設定 

⑥学校給食調理業務一部委託（小学校） 限度額：78,900千円 期間：令和 6～令和 9年度 

       ・令和 9年度に係る業務委託について限度額を設定 

⑦中学校 ICT支援員配置事業 限度額：17,100千円 期間：令和 6～令和 11年度 

       ・令和 11年度に係る事業について限度額を設定 

⑧学校給食調理業務一部委託（中学校） 限度額：33,200千円 期間：令和 6～令和 9年度 

       ・令和 9年度に係る業務委託について限度額を設定 
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【参考】公営企業の補正状況 

 

 【 市立病院事業会計 】 （事務部業務課）                                         
 

【 院内環境整備費 】 ・・・ 補正額 10,071 千円 
 

○新興感染症対応機器整備事業 10,071 

       ・新興感染症の流行に備え、迅速な診断の実施や安全な診療体制を構築するため、新たな機器 

を整備するもの。 

 

【 債務負担行為の設定 】 
 

①病院整備改修事業 限度額：59,490千円 期間：令和 6～令和 7年度 

       ・令和 6～7年度に係る事業について限度額を設定 

②公用車リース 限度額：4,000千円 期間：令和 6～令和 13年度 

       ・令和 13年度に係るリース契約について限度額を設定 

 


